
東温市事務事業評価シート　平成30年度実施事業対象

№ ― 1

年度 ～

① ④

② ⑤

③

単位 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 元 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

29 30 元

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 3 2

3 4 3 3

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 296,678 293,308 329,403

計(Ａ) 289,937

期間設定なし

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

女性就業率の上昇や、幼児教育・保育の無償化の実施により、保育需要は増加傾向にあり、引き続き子育て世帯のニーズに合わせた保育サー
ビスの提供が必要です。

有効性 保育所は児童福祉法に基づき設置・運営されており、類似する業務もなく事業継続に有効性があります。

達成度
児童の受入れについては、概ね目標を達成できています。保育士についても必要数を確保できていますが、さらに雇用促進を図り、より保育の
充実に繋げる必要があります。

必要性

286,453 322,449

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 幼児教育・保育係
総　合
評価点

Ｂ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

保育所への入所希望数が増加している現状を鑑み、既存の幼稚園施設の活用など、公立施設として認定こども園への移行も本格的に検討す
る必要があります。また、保育士の雇用促進や、処遇改善を図るとともに、全体的な保育の質の向上に繋げる保育環境の整備を進める必要があ
ります。

効率性 施設改修等については、今後の児童数の推移、また保育所改修基本計画に基づき、優先度、緊急度を見極めながら実施する必要があります。

改　革
計　画

認定こども園については、子ども・子育て会議等での意見をもとに、移行に向けた議論を進めています。また、保育士の雇用については、大学等
への訪問による採用案内や、職場環境の改善も含めた処遇改善に取り組んでいます。

今後の方向性 拡大・充実達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

保育所内の環境改善として、保育士の雇用、処遇改善について優先順位をつけて行う必要があります。また、認定こども園について
は、既存の幼稚園施設を活用し、子育て世帯が東温市で住みやすくなるよう環境を改善していく必要があります。

二次評価者 保育幼稚園課長
総　合
評価点

0.893 5,369 0.893 5,475 0.893 5,573

臨時職員工数・経費 0.695 1,372 0.695 1,380 0.695 1,381

0

その他特定財源 135,531 138,042 131,470

一般財源 152,386 146,462 189,509

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 2,020 1,949 1,470

地方債 0 0

計算式又は指標設定理由 最終目標

業務の性質上、指標設定にはな
じみません。

公的関与

089-964-4484 メールアドレス hoikuyoutien@city.toon.ehime.jp

（２）乳幼児期の教育・保育の充実

事業区分

事業の対象
市立保育所６園（双葉保育所、南吉井保育所、南吉井第二保
育所、拝志保育所、川内保育園、上林保育所）

根拠法令
児童福祉法、子ども・子育て支援法、東温市保育所条
例、東温市へき地保育所条例

総合計画 政策目標 第１章 みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ５ 子育て支援の充実

023 2001 事務事業名 市立保育所管理業務 細事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

事業の目的 最終的
施設の適正な管理運営を行い、保育所利用者への
サービス向上を図ります。

今年度 同上

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 保育幼稚園課 係　　名 幼児教育・保育係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 直営 実施計画

市立保育所６園の管理運営全般

保育士等の賃金支給

保育士等の人材育成（研修等）

成果指標

指標名


